
 連  結  貸  借  対  照  表 
（平成１７年３月３１日現在）

第１４０期 三 菱 製 紙 株 式 会 社

科        目 金        額 科        目 金        額

百万円 百万円

（資  産  の  部） （負  債  の  部）

 流   動   資   産 （ １１２，５６０ ）  流   動   負   債 （ １８５，３４５ ）

現 金 及 び 預 金 ５，０９６ 支払手形及び買掛金 ２６，９７５

受取手形及び売掛金 ６２，２８０ 短 期 借 入 金 １１６，４４９

棚 卸 資 産 ３９，９３９ 一 年 内 償 還 社 債 １１，０００

繰 延 税 金 資 産 ２，３５１ コマーシャル・ペー
パ ー

１０，０００

そ の 他 ３，７１０ 未 払 費 用 １３，１９０

貸 倒 引 当 金 △ ８１８ 未 払 法 人 税 等 ７２０

 固   定   資   産 （ ２０６，９０８ ） そ の 他 ７，０１０

有 形 固 定 資 産 （ １４４，２６３ ）  固   定   負   債 （ ７３，６４４ ）

建 物 及 び 構 築 物 ４８，３４５ 社 債 １０，０００

機械装置及び運搬具 ６７，７８４ 長 期 借 入 金 ４４，４０４

土 地 ２５，５４９ 繰 延 税 金 負 債 ２，２９４

建 設 仮 勘 定 ８８０ 退 職 給 付 引 当 金 １３，５８１

そ の 他 １，７０２ 役員退職慰労引当金 ８４８

無 形 固 定 資 産 （ ２，９６０ ） 連 結 調 整 勘 定 ３３

そ の 他 ２，９６０ そ の 他 ２，４８１

投 資 そ の 他 の 資 産 （ ５９，６８５ ） 負    債    合    計 （ ２５８，９８９ ）

投 資 有 価 証 券 ５１，９６７

長 期 貸 付 金 ３１５ （少 数 株 主 持 分）

繰 延 税 金 資 産 ３，４４７ 少 数 株 主 持 分 （ ５，４１６ ）

そ の 他 ４，４１５

貸 倒 引 当 金 △ ４６１ （資  本  の  部）

資 本 金 ３０，８６５

資 本 剰 余 金 ３１，７１１

利 益 剰 余 金 △ １６，３２２

株 式 等 評 価 差 額 金 ９，１０４

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ ２３０

自 己 株 式 △ ６５

資    本    合    計 （ ５５，０６３ ）

資    産    合    計 ３１９，４６９ 負債･少数株主持分及び資本合計 ３１９，４６９



 連  結  損  益  計  算  書 

自  平成16年４月１日

至  平成17年３月31日

第１４０期

摘          要 金                       額

百万円    百万円   

（経 常 損 益 の 部）

 営  業  損  益  の  部

営    業    収    益 ２３４，６６２　　　

売 上 高 ２３４，６６２　　　

営    業    費    用 ２３０，３３５　　　

売 上 原 価 １８８，７６０　　　

販売費及び一般管理費 ４１，５７５　　　

営   業   利  益 ４，３２６　　　

 営 業 外 損 益 の 部

営  業  外  収  益 １，６２１　　　

受 取 利 息 １０９　　　

受 取 配 当 金 ６３５　　　

そ の 他 ８７７　　　

営  業  外  費  用 ４，２５９　　　

支 払 利 息 ２，９５１　　　

そ の 他 １，３０７　　　

 経   常   利   益 １，６８９　　　

（特 別 損 益 の 部）

 特   別   利   益 ３，９４０　　　

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ２５４　　　

固 定 資 産 処 分 益 ３３３　　　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ２，５５４　　　

国 庫 補 助 金 ４６６　　　

そ の 他 ３３０　　　

 特   別   損   失 ３１，５３８　　　

固 定 資 産 処 分 損 １，０４９　　　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ４０４　　　

そ の 他 投 資 等 評 価 損 １２３　　　

工 場 再 編 成 関 連 損 失 １，１４７　　　

事 業 再 編 成 関 連 損 失 ２８，４４６　　　

そ の 他 ３６７　　　

 税金等調整前当期純損失 ２５，９０９　　　

 法人税・住民税及び事業税 ７２２　　　

 法 人 税 等 調 整 額 △ １，９２０　　　

 少 数 株 主 損 失 ５１　　　

 当 期 純 損 失 ２４，６５８　　　



  

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項  
 
 

１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

２．連結の範囲等に関する事項 

(1) 連結の範囲に関する事項 

  ① 連結子法人等の状況 

    連結子法人等の数   ３０社 

    主要な連結子法人等の名称   三菱製紙販売㈱､ダイヤミック㈱､㈱オストリッチダイヤ､ 

                   三菱ペーパーホールディング（ヨーロッパ）GmbH､ 

                   三菱ハイテクペーパービーレフェルト GmbH､ 

                   三菱ハイテクペーパーフレンスブルグ GmbH 

  ② 主要な非連結子法人等の状況 

    主要な非連結子法人等の名称  菱工㈱ 

③ 連結の範囲から除いた理由    

非連結子法人等はいずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法を適用した非連結子法人等の状況 

該当事項はありません。 

② 持分法を適用していない非連結子法人等又は関連会社の状況 

主要な会社の名称       菱工㈱､兵庫クレー㈱ 

③ 持分法を適用しない理由 

各社の当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しております。 

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項  

① 連結の範囲の変更  

該当事項はありません。 

② 持分法の適用範囲の変更 

コダックダイヤミック㈱は、当期末(平成 17 年３月 31 日)をもって、当社が議決権比率を

49.9％から 10.0％に変更したため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

３．会計処理基準等に関する事項 

(1) その他有価証券の評価は、時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のないもの

については移動平均法による原価法によっております。 

(2) 棚卸資産の評価は、主として総平均法及び移動平均法による原価法によっております。 

(3)  有形固定資産の減価償却方法は、定額法によっております。ただし、一部の建物以外の有形

固定資産については、定率法によっております。なお、有形固定資産の減価償却累計額は 

２６５,７５７百万円であります。 

(4) 貸倒引当金は、期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。在外連結子法人等については、所在地国の規定により計上してお

ります。 

 



  

(5) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。なお、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（１３～１５年）による定額法により費用処理し、数理計算上

の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１３～１５年）による

定額法により翌期から費用処理することとしております。在外連結子法人等については、所在

地国の規定により計上しております。 

(6) 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

(7) 連結子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっております。 

(8) 連結調整勘定の償却については、５年間で均等償却しております。 

 

４．担保に提供している資産 

   有 形 固 定 資 産           ８６，１８２ 百万円 

   投 資 有 価 証 券            １，７１４ 百万円 

 

５．保証債務等 

   保 証 債 務 額            ６,２０１ 百万円 

   手 形 遡 及 義 務            ２,６９４ 百万円 

 

６．１株当たりの当期純損失               ７５円７５銭 


